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防災基本計画（関連部分抜粋） 

 

第１編 総則 

第３章 防災をめぐる社会構造の変化と対応 

  

○ 高齢者（とりわけ独居老人）、障害者、外国人等いわゆる災害時要援護者

の増加が見られる。これについては、防災知識の普及、災害時の情報提供、

避難誘導、救護・救済対策等防災の様々な場面において、災害時要援護者に

配慮したきめ細やかな施策を、他の福祉施策との連携の下に行う必要がある。

この一環として、災害時要援護者関連施設が災害の危険性の低い場所に立地

するよう誘導するともに，災害に対する安全性の向上を図る必要がある。ま

た，平常時から災害時要援護者の所在等を把握し，発災後には迅速に避難誘

導・安否確認等を行えるようにする必要がある。 

 

○ 国境を越えた経済社会活動が拡大するとともに，在日・訪日外国人が増 

加している。災害の発生時に，災害時要援護者としての外国人にも十分配慮

するとともに，世界における我が国経済の信用力を強化する観点からも，我

が国の中枢機能を担う大都市圏等における防災体制を強化する必要がある。 

 

○ 住民意識及び生活環境の変化として，近隣扶助の意識の低下がみられるた

め，コミュニティ，自主防災組織等の強化が必要である。さらに，障害者，

高齢者等の災害時要援護者を含めた多くの住民参加による定期的防災訓練，

防災思想の徹底等を図る必要がある。 

 

 

第２編 地震災害対策編 

第１章 災害予防 

第２節 地震に強い国づくり、まちづくり 

３ 地震に強いまちづくり 

（２）建物の安全化 

○ 国，地方公共団体及び施設管理者は，地下街，劇場・駅等不特定多数の者

が使用する施設，学校，行政関連施設等の応急対策上重要な施設，災害時要

援護者に関わる社会福祉施設，医療施設等について，耐震性の確保に特に配

慮するものとする。特に，国及び地方公共団体は，防災拠点となる公共施設

等の耐震化について，数値目標を設定するなど，計画的かつ効果的な実施に

努めるものとする。 
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第３節 国民の防災活動の促進 

１ 防災思想の普及、徹底 

○ 自らの身の安全は自らが守るのが防災の基本であり，国民は，その自覚を  

持ち，平常時より災害に対する備えを心がけるとともに，発災時には自ら 

の身の安全を守るよう行動することが重要である。また，災害時には，初期

消火を行う，近隣の負傷者及び災害時要援護者を助ける，避難場所で自ら活

動する，あるいは，国，公共機関，地方公共団体等が行っている防災活動に

協力するなど，防災への寄与に努めることが求められる。このため，国，公

共機関及び地方公共団体は，自主防災思想の普及、徹底を図るものとする。 

 

２ 防災知識の普及、訓練 

（４）防災知識の普及、訓練における災害時要援護者等への配慮 

○ 防災知識の普及，訓練を実施する際，高齢者，障害者，外国人，乳幼児，

妊産婦等の災害時要援護者に十分配慮し，地域において災害時要援護者を支

援する体制が整備されるよう努めるとともに，被災時の男女のニーズの違い

等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。 

 

第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧・復興への備え 

 ５ 避難収容及び情報提供活動関係 

（１）避難誘導 

○ 地方公共団体は，高齢者，障害者等の災害時要援護者を適切に避難誘導し，

安否確認を行うため，地域住民，自主防災組織，民生委員・児童委員，介護

保険事業者，障害福祉サービス事業者，ボランティア団体等の多様な主体の

協力を得ながら，平常時より災害時要援護者に関する情報を把握の上，関係

者との共有に努めることとする。また，災害時要援護者への対応を強化する

ため，情報伝達体制の整備，避難誘導体制の整備，避難訓練の実施を一層図

るものとする。 

 

（２） 避難場所 

○ 地方公共団体は，避難場所において，貯水槽，井戸，仮設トイレ，マット，

簡易ベッド，非常用電源，衛星携帯電話等の通信機器等のほか，空調，洋式

トイレなど，高齢者，障害者，乳幼児，妊産婦等の災害時要援護者にも配慮

した施設・設備の整備に努めるとともに，被災者による災害情報の入手に資

するテレビ，ラジオ等の機器の整備を図るものとする。 

 

○  都道府県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、そ 

の所在する都道府県や近隣都道府県における同種の施設やホテル等の民間

施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定を締結するよう指導に努め、

併せて、その内容を都道府県に登録するよう要請するものである、 
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（５）被災者等への的確な情報伝達関係 

○ 国，公共機関及び地方公共団体は，災害時要援護者，災害により孤立する

危険のある地域の被災者，在宅での避難者，応急仮設住宅として供与される

賃貸住宅への避難者，所在が把握できる広域避難者，都市部における帰宅困

難者等情報が入手困難な被災者等に対しても，確実に情報伝達できるよう必

要な体制の整備を図るものとする。 

 

１０ 防災関係機関等の防災訓練の実施 

（２）地方における防災訓練の実施 

○ 地方公共団体、公共機関等は、自衛隊、海上保安庁等国の機関と協力し、

また、学校、自主防災組織、非常通信協議会、民間企業、ボランティア団体、

災害時要援護者を含めた地域住民等の地域に関係する多様な主体と連携し

た訓練を実施するものとする。 

 

第２章 災害応急対策 

第５節 避難収容及び情報提供活動 

２ 避難場所 

（１）避難場所の開設 

○ 地域公共団体は、発災時に必要に応じ、避難場所を開設し、住民等に対し

周知徹底を図るものとする。また、必要があれば、あらかじめ指定された施

設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認の上、管理者の同意を

得て避難場所として開設する。さらに、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等

の災害時要援護者に配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、民間賃

貸住宅、旅館・ホテル等を避難場所として借り上げるなど、多様な避難場所

の確保に努めるものとする。 

 

（２）避難場所の運営管理 

 ○ 地方公共団体は、それぞれの避難場所に収容されている避難者に係る情

報及び避難場所で生活せず食事のみ受取に来ている被災者等に係る情報の

早期把握に努め、国等への報告を行うものとする。また、民生委員・児童

委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者等は、災害時要援護者の

居場所や安否の確認に努め、把握した情報について地方公共団体に提供す

るものとする。 

 

 ５ 災害時要援護者への配慮 

○  市町村は、災害の発生に備え、災害時要援護者名簿を整備し、災害発生 

時に効果的に利用することで、災害時要援護者に対する援護が適切に行われ

るように努めるものとする。 

○  避難誘導、避難場所での生活環境、応急仮設住宅への収容に当たっては、 

高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の災害時要援護者に十分配慮するものと

する。特に避難場所での健康状態の把握、福祉施設職員等の応援体制、応急

仮設住宅への優先的入居、高齢者、障害者向け応急仮設住宅の設置等に努め
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るものとする。また、災害時要援護者に向けた情報の提供についても、十分

配慮するものとする。 

 ７ 被災者等への的確な情報伝達活動 

（１）被災者への情報伝達活動 

 ○ 非常本部等、指定行政機関、公共機関及び地方公共団体は、被災地の住

民のニーズを十分把握し、地震の被害、余震の状況、二次災害の危険性に

関する情報、安否情報、ライフラインや交通施設等の公共施設等の復旧状

況、医療機関等の生活関連情報、それぞれの機関が講じている施策に関す

る情報、交通規制、被災者生活支援に関する情報等、被災者等に役立つ正

確かつきめ細やかな情報を適切に提供するものとする。なお、その際、高

齢者、障害者、外国人等の災害時要援護者、在宅での避難者、応急仮設住

宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在を把握できる広域避難者に

配慮した伝達を行うものとする。 

 

第６節 物資の調達、供給活動 

○ 被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料、毛布等の生活必  

需品等を調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行えるよう、関係機 

関は、その備蓄する物資・資機材の供給に関し、相互に協力するよう努める

ともに、以下に掲げる方針のとおり活動する。なお、被災地で求められる物

資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達に

留意するものとする。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等

も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、災害時要援護者等のニーズ

や、男女のニーズの違いに配慮するものとする。 

 

第７節 保健衛生、防疫、遺体の処理等に関する活動 

 １ 保健衛生 

○ 特に高齢者、障害者、子ども等の災害時要援護者の心身双方の健康状態 

には特段の配慮を行い、必要に応じ福祉施設等での受入れ、介護職員等の 

派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア団体等の協力を得つつ、

計画的に実施するものとする。 

 

 

第３章 災害復旧・復興 

第１節 地域の復旧・復興の基本方向の決定 

○ 被災地の復旧・復興は、地方公共団体が主体となって、住民の意向を尊   

重しつつ協同して計画的に行い、国はそれを支援するものとする。その際、

男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促

進するものとする。併せて、障害者、高齢者等の災害時要援護者の参画を促

進するものとする。 

 

 

（以下第３編以降の災害別の記述は、上記第２編と内容が重複するため、省略。） 




